
このような労働者の不注意を現場で見かけませんか？
労働災害発生の原因になりますよ！
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北海道札幌市中央区北四条西3丁目　北海道建設会館7階
青森県青森市安方2-9-13　青森県建設会館1階
岩手県盛岡市松尾町17-9　岩手県建設会館3階
宮城県仙台市青葉区支倉町2-48　宮城県建設産業会館5階
秋田県秋田市山王4-3-10 
山形県山形市あさひ町18-25　山形県建設会館1階
福島県福島市五月町4-25　福島県建設センター3階
茨城県水戸市大町3-1-22　茨城県建設センター3階
栃木県宇都宮市簗瀬町1958-1　栃木県建設産業会館内
群馬県前橋市元総社町2-5-3　群馬建設会館1階
埼玉県さいたま市南区鹿手袋4-1-7　埼玉建産連会館3階
千葉県千葉市中央区中央4-16-1　建設会館ビル4階
東京都中央区八丁堀2-5-1　東京建設会館3階
神奈川県横浜市中区太田町2-22　建設会館3階
新潟県新潟市中央区新光町7-5　新潟県建設会館2階
富山県富山市水橋入部町字元禄4-62 
石川県金沢市弥生2-1-23　石川県建設総合センター内
福井県福井市城東4-12-21　福井地区建設業会館内
山梨県甲府市丸の内1-13-7　山梨県建設会館2階
長野県長野市南石堂町1230　長建ビル内
岐阜県岐阜市薮田東1-2-2　岐阜県建設会館内
静岡県静岡市葵区御幸町9-9　静岡県建設業会館内
愛知県名古屋市中区栄3-28-21　愛知建設業会館4階
三重県津市桜橋2-177-2　三重県建設産業会館２階
滋賀県大津市におの浜1-1-18 
京都府京都市中京区押小路通柳馬場東入　京都建設会館別館3階
大阪府大阪市中央区北浜東1-30
兵庫県神戸市西区美賀多台1-1-2　兵庫建設会館2階
奈良県奈良市高天町5-1 
和歌山県和歌山市湊通丁北1-1-8 
鳥取県鳥取市西町2-310　鳥取県建設会館
島根県松江市西嫁島1-3-17-101 
岡山県岡山市北区平和町5-10 
広島県広島市中区上八丁堀8-10　第6東洋ビル2階
山口県山口市中央4-5-16　山口県商工会館4階
徳島県徳島市富田浜2-10　徳島県建設センター2階
香川県高松市磨屋町6-4　香川県建設会館3階
愛媛県松山市二番町4-4-4　愛媛県建設会館内
高知県高知市本町4-2-15　高知県建設会館
福岡県福岡市博多区博多駅東3-14-18　福岡建設会館5階
佐賀県佐賀市城内2-2-37　佐賀県建設会館内 
長崎県長崎市魚の町3-33　長崎県建設総合会館4階
熊本県熊本市九品寺4-6-4　建設会館4階
大分県大分市城崎町3-3-41 
宮崎県宮崎市橘通東2-9-19 宮崎県建設会館4階
鹿児島県鹿児島市鴨池新町6-10　鹿児島県建設センター3階
沖縄県浦添市牧港5-6-8　沖縄県建設会館5階 
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建設工事に従事する労働者に対する
安全衛生教育（建設従事者教育）

労働災害の増加で
厚生労働省が 緊急要請

建設従事者教育の実施を徹底しましょう！



建設工事に従事する労働者に対する安全衛生教育について

　建設工事における労働災害を防止するためには、建設工事における元方事業者、関係請負人等の事業者が労働災害を防止するため
の措置を確実に実施するとともに的確な労働災害防止活動を実施することが必要であるが、併せて建設
工事現場で働く労働者も労働災害防止の重要性を認識し、事業者が行う措置に応じて必要な事項を遵守し、労働災害防止活動に積極
的に協力することが重要である。
　こうした観点に立って、建設業労働災害防止協会では、今般、建設現場で働く労働者が守らなければならない労働安全衛生法の遵
守事項等の基本的事項について周知徹底するための教育手法を示した「建設工事に従事する労働者に対する安全衛生教育に関する指
針」を別添のとおり策定し、その普及を図ることとしているところである。
　厚生労働省としても、建設業における労働災害を防止する上で、当該指針に基づいた教育の普及が重要と考えられることから、貴
職におかれても、管内の建設業における当該指針に基づく建設工事に従事する労働者に対する安全衛生教育の普及に努められたい。

実技体験訓練の風景例

厚生労働省 及び 国土交通省は、
「建設従事者に対する安全衛生教育の実施」を推奨しています。

国土交通省発注工事の工事成績評定に加点されます。

１．うっかり・ぼんやり

　このような不安全行動、ヒューマンエラー等を防ぐためには、労働者ひとり
一人に対して、繰り返し、安全衛生教育を行うことが必要です。

　「建設従事者教育」では、労働者の不安全行動、ヒューマンエラー等を防止するため、皆さんの
職場で実際に実技体験訓練を行っています。

　国土交通省発注の工事では施工業者が「建設従事者教育」を実施した場合、工事成績評定の際
に「創意工夫・安全衛生」の項目で、２点が加点されます。
　なお、地方自治体も国にならい、工事成績で評価、加点をしているところもあります。
　詳しくは国土交通省各地方整備局、又は同局事務局にお問い合わせください。

重機との接触事故
防止のため、オペ
レーターと誘導者
の合図確認の実技
体験訓練

土砂崩壊に類似し
た恐さを体験する
ための土圧の実技
体験訓練

現地ＫＹの実地体験
＊ひとり一人がこれ
から作業する現地で
設備や工具類等を点
検・指差呼称しながら、
危険を予測し対策を
立てて、災害を防止
します。

のり面からの墜落災
害防止のための安全
帯フック掛けの実技
体験訓練

事故につながりやすい不安全行動、ヒューマンエラー等の例

都道府県労働局長　殿

厚生労働省労働基準局安全衛生部長

基安発第0325001号
平成15年3月25日

　玉掛け者からつり
荷の巻き上げの合図
がないのに、玉掛け
が終わっていると思
いこみ、運転者が荷
をつり上げてしまう。

２．錯　覚

　モルタルミキサー
の修理をするとき、
同僚が電源を切って
いるものと思いこん
で、作業を始めてし
まう。

３．近道行為

　移動式クレーンや、
バックホウ（ドラグ・
ショベル）などの作
業半径内に立ち入っ
たり、横切って近道
をしようとする。

４．省略行為

　単管足場の手すり
を取り外して、材料
の取り込みなどを行
うとき、安全帯のフ
ックを、手すりにか
けずに作業を行う。

平成15年3月25日
厚生労働省　労働基準局　安全衛生部長から
都道府県労働局長に対して
「建設工事に従事する労働者に対する安全衛生教育に
ついて（基安発第0325001号）」を発出

平成15年3月28日
国土交通省　大臣官房　技術調査課長から
建設業労働災害防止協会会長に対して
「平成15年度における建設工事事故防止のための重
点対策の実施について（国官技第346号の2）」を発出

労働災害防止に向けた取組の強化が要請されており、中でも、
「建設従事者に対する安全衛生教育」の更なる実施が求められています。

平成26年8月5日
　　　　　厚生労働省　労働基準局　安全衛生部長から建設業労働災害防止協会会長に対して
　　　　　「労働災害のない職場づくりに向けた緊急要請について（基安発0805第1号）」を発出

平成26年8月29日
　　厚生労働省　労働基準局　安全衛生部　安全課長から
　　国土交通省　大臣官房　技術調査課長　並びに国土交通省　土地・建設産業局　建設業課長に対して
　　「建設業における労働災害防止対策について（基安安発0829第1号）」を発出
※ 一部抜粋
　なお、建設工事に従事する労働者に対する安全衛生教育については、平成15年3月25日付け基安発第
0325001号「建設工事に従事する労働者に対する安全衛生教育について」により推進していますので、これを
参考に当該教育の普及にご協力いただきますよう、あわせて要請します。

平成26年8月29日
国土交通省　大臣官房　技術調査課長から
建設業労働災害防止協会会長に対して
「建設業における労働災害防止対策について（国官技
第129の2号）」を発出

平成26年9月2日
国土交通省　土地・建設産業局　建設業課長から
建設業労働災害防止協会会長に対して
「建設業における労働災害防止対策について（国土建
第106号）」を発出



建設工事に従事する労働者に対する安全衛生教育について

　建設工事における労働災害を防止するためには、建設工事における元方事業者、関係請負人等の事業者が労働災害を防止するため
の措置を確実に実施するとともに的確な労働災害防止活動を実施することが必要であるが、併せて建設
工事現場で働く労働者も労働災害防止の重要性を認識し、事業者が行う措置に応じて必要な事項を遵守し、労働災害防止活動に積極
的に協力することが重要である。
　こうした観点に立って、建設業労働災害防止協会では、今般、建設現場で働く労働者が守らなければならない労働安全衛生法の遵
守事項等の基本的事項について周知徹底するための教育手法を示した「建設工事に従事する労働者に対する安全衛生教育に関する指
針」を別添のとおり策定し、その普及を図ることとしているところである。
　厚生労働省としても、建設業における労働災害を防止する上で、当該指針に基づいた教育の普及が重要と考えられることから、貴
職におかれても、管内の建設業における当該指針に基づく建設工事に従事する労働者に対する安全衛生教育の普及に努められたい。

実技体験訓練の風景例

厚生労働省 及び 国土交通省は、
「建設従事者に対する安全衛生教育の実施」を推奨しています。

国土交通省発注工事の工事成績評定に加点されます。

１．うっかり・ぼんやり

　このような不安全行動、ヒューマンエラー等を防ぐためには、労働者ひとり
一人に対して、繰り返し、安全衛生教育を行うことが必要です。

　「建設従事者教育」では、労働者の不安全行動、ヒューマンエラー等を防止するため、皆さんの
職場で実際に実技体験訓練を行っています。

　国土交通省発注の工事では施工業者が「建設従事者教育」を実施した場合、工事成績評定の際
に「創意工夫・安全衛生」の項目で、２点が加点されます。
　なお、地方自治体も国にならい、工事成績で評価、加点をしているところもあります。
　詳しくは国土交通省各地方整備局、又は同局事務局にお問い合わせください。

重機との接触事故
防止のため、オペ
レーターと誘導者
の合図確認の実技
体験訓練

土砂崩壊に類似し
た恐さを体験する
ための土圧の実技
体験訓練

現地ＫＹの実地体験
＊ひとり一人がこれ
から作業する現地で
設備や工具類等を点
検・指差呼称しながら、
危険を予測し対策を
立てて、災害を防止
します。

のり面からの墜落災
害防止のための安全
帯フック掛けの実技
体験訓練

事故につながりやすい不安全行動、ヒューマンエラー等の例

都道府県労働局長　殿

厚生労働省労働基準局安全衛生部長

基安発第0325001号
平成15年3月25日

　玉掛け者からつり
荷の巻き上げの合図
がないのに、玉掛け
が終わっていると思
いこみ、運転者が荷
をつり上げてしまう。

２．錯　覚

　モルタルミキサー
の修理をするとき、
同僚が電源を切って
いるものと思いこん
で、作業を始めてし
まう。

３．近道行為

　移動式クレーンや、
バックホウ（ドラグ・
ショベル）などの作
業半径内に立ち入っ
たり、横切って近道
をしようとする。

４．省略行為

　単管足場の手すり
を取り外して、材料
の取り込みなどを行
うとき、安全帯のフ
ックを、手すりにか
けずに作業を行う。

平成15年3月25日
厚生労働省　労働基準局　安全衛生部長から
都道府県労働局長に対して
「建設工事に従事する労働者に対する安全衛生教育に
ついて（基安発第0325001号）」を発出

平成15年3月28日
国土交通省　大臣官房　技術調査課長から
建設業労働災害防止協会会長に対して
「平成15年度における建設工事事故防止のための重
点対策の実施について（国官技第346号の2）」を発出

労働災害防止に向けた取組の強化が要請されており、中でも、
「建設従事者に対する安全衛生教育」の更なる実施が求められています。

平成26年8月5日
　　　　　厚生労働省　労働基準局　安全衛生部長から建設業労働災害防止協会会長に対して
　　　　　「労働災害のない職場づくりに向けた緊急要請について（基安発0805第1号）」を発出

平成26年8月29日
　　厚生労働省　労働基準局　安全衛生部　安全課長から
　　国土交通省　大臣官房　技術調査課長　並びに国土交通省　土地・建設産業局　建設業課長に対して
　　「建設業における労働災害防止対策について（基安安発0829第1号）」を発出
※ 一部抜粋
　なお、建設工事に従事する労働者に対する安全衛生教育については、平成15年3月25日付け基安発第
0325001号「建設工事に従事する労働者に対する安全衛生教育について」により推進していますので、これを
参考に当該教育の普及にご協力いただきますよう、あわせて要請します。

平成26年8月29日
国土交通省　大臣官房　技術調査課長から
建設業労働災害防止協会会長に対して
「建設業における労働災害防止対策について（国官技
第129の2号）」を発出

平成26年9月2日
国土交通省　土地・建設産業局　建設業課長から
建設業労働災害防止協会会長に対して
「建設業における労働災害防止対策について（国土建
第106号）」を発出



７．教育カリキュラム
学科4時間と実技2時間の6時間の教育です。
このため、本建設従事者教育は、一般に「6時間教育」とも呼ばれています。
なお、現場の作業工程の都合上等の理由から、建設従事者を集めることができない、又は、
まとまった時間をとることができない場合等には、学科と実技を2日間に分けて実施するこ
ともできますので、建災防都道府県支部にご相談ください。
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なお、現場の作業工程の都合上等の理由から、建設従事者を集めることができない、又は、
まとまった時間をとることができない場合等には、学科と実技を2日間に分けて実施するこ
ともできますので、建災防都道府県支部にご相談ください。







このような労働者の不注意を現場で見かけませんか？
労働災害発生の原因になりますよ！
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北海道札幌市中央区北四条西3丁目　北海道建設会館7階
青森県青森市安方2-9-13　青森県建設会館1階
岩手県盛岡市松尾町17-9　岩手県建設会館3階
宮城県仙台市青葉区支倉町2-48　宮城県建設産業会館5階
秋田県秋田市山王4-3-10 
山形県山形市あさひ町18-25　山形県建設会館1階
福島県福島市五月町4-25　福島県建設センター3階
茨城県水戸市大町3-1-22　茨城県建設センター3階
栃木県宇都宮市簗瀬町1958-1　栃木県建設産業会館内
群馬県前橋市元総社町2-5-3　群馬建設会館1階
埼玉県さいたま市南区鹿手袋4-1-7　埼玉建産連会館3階
千葉県千葉市中央区中央4-16-1　建設会館ビル4階
東京都中央区八丁堀2-5-1　東京建設会館3階
神奈川県横浜市中区太田町2-22　建設会館3階
新潟県新潟市中央区新光町7-5　新潟県建設会館2階
富山県富山市水橋入部町字元禄4-62 
石川県金沢市弥生2-1-23　石川県建設総合センター内
福井県福井市城東4-12-21　福井地区建設業会館内
山梨県甲府市丸の内1-13-7　山梨県建設会館2階
長野県長野市南石堂町1230　長建ビル内
岐阜県岐阜市薮田東1-2-2　岐阜県建設会館内
静岡県静岡市葵区御幸町9-9　静岡県建設業会館内
愛知県名古屋市中区栄3-28-21　愛知建設業会館4階
三重県津市桜橋2-177-2　三重県建設産業会館２階
滋賀県大津市におの浜1-1-18 
京都府京都市中京区押小路通柳馬場東入　京都建設会館別館3階
大阪府大阪市中央区北浜東1-30
兵庫県神戸市西区美賀多台1-1-2　兵庫建設会館2階
奈良県奈良市高天町5-1 
和歌山県和歌山市湊通丁北1-1-8 
鳥取県鳥取市西町2-310　鳥取県建設会館
島根県松江市西嫁島1-3-17-101 
岡山県岡山市北区平和町5-10 
広島県広島市中区上八丁堀8-10　第6東洋ビル2階
山口県山口市中央4-5-16　山口県商工会館4階
徳島県徳島市富田浜2-10　徳島県建設センター2階
香川県高松市磨屋町6-4　香川県建設会館3階
愛媛県松山市二番町4-4-4　愛媛県建設会館内
高知県高知市本町4-2-15　高知県建設会館
福岡県福岡市博多区博多駅東3-14-18　福岡建設会館5階
佐賀県佐賀市城内2-2-37　佐賀県建設会館内 
長崎県長崎市魚の町3-33　長崎県建設総合会館4階
熊本県熊本市九品寺4-6-4　建設会館4階
大分県大分市城崎町3-3-41 
宮崎県宮崎市橘通東2-9-19 宮崎県建設会館4階
鹿児島県鹿児島市鴨池新町6-10　鹿児島県建設センター3階
沖縄県浦添市牧港5-6-8　沖縄県建設会館5階 
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建設工事に従事する労働者に対する
安全衛生教育（建設従事者教育）

労働災害の増加で
厚生労働省が 緊急要請

建設従事者教育の実施を徹底しましょう！


